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附属資料1 	 我が国における昭和20年以降の主な自然災害の状況

年　月　日 災害名 主な被災地 死者・
行方不明者数

昭和20. 1. 13 三河地震（M6.8） 愛知県南部 2,306人
9. 17 ～ 18 枕崎台風 西日本（特に広島） 3,756人

21.12. 21 南海地震（M8.0） 中部以西の日本各地 1,443人
22. 8. 14 浅間山噴火 浅間山周辺 11人

9. 14 ～ 15 カスリーン台風 東海以北 1,930人
23. 6. 28 福井地震（M7.1） 福井平野とその周辺 3,769人

9. 15 ～ 17 アイオン台風 四国から東北（特に岩手） 838人
25. 9. 2 ～ 4 ジェーン台風 四国以北（特に大阪） 539人
26.10. 13 ～ 15 ルース台風 全国（特に山口） 943人
27. 3. 4 十勝沖地震（M8.2） 北海道南部，東北北部 33人
28. 6. 25 ～ 29 大雨（前線） 九州，四国，中国（特に北九州） 1,013人

7. 16 ～ 24 南紀豪雨 東北以西（特に和歌山） 1,124人
29. 5. 8 ～ 12 風害（低気圧） 北日本，近畿 670人

9. 25 ～ 27 洞爺丸台風 全国（特に北海道，四国） 1,761人
32. 7. 25 ～ 28 諫早豪雨 九州（特に諫早周辺） 722人
33. 6. 24 阿蘇山噴火 阿蘇山周辺 12人

9. 26 ～ 28 狩野川台風 近畿以東（特に静岡） 1,269人
34. 9. 26 ～ 27 伊勢湾台風 全国（九州を除く，特に愛知） 5,098人
35. 5. 23 チリ地震津波 北海道南岸，三陸海岸，志摩海岸 142人
38. 1 昭和38年1月豪雪 北陸，山陰，山形，滋賀，岐阜 231人
39. 6. 16 新潟地震（M7.5） 新潟，秋田，山形 26人
40. 9. 10 ～ 18 台風第23，24，25号 全国（特に徳島，兵庫，福井） 181人
41. 9. 23 ～ 25 台風第24，26号 中部，関東，東北，特に静岡，山梨 317人
42. 7 ～ 8 7，8月豪雨 中部以西，東北南部 256人
43. 5. 16 1968年十勝沖地震（M7.9） 青森県を中心に北海道南部・東北地方 52人
47. 7. 3 ～ 15 台風第6，7，9号及び7月豪雨 全国（特に北九州，島根，広島） 447人
49. 5. 9 1974年伊豆半島沖地震（M6.9） 伊豆半島南端 30人
51. 9. 8 ～ 14 台風第17号及び9月豪雨 全国（特に香川，岡山） 171人
52. 1 雪害 東北，近畿北部，北陸 101人
52. 8. 7 ～ 53. 10 1977年有珠山噴火 北海道 3人
53. 1. 14 1978年伊豆大島近海の地震（M7.0） 伊豆半島 25人

6. 12 1978年宮城県沖地震（M7.4） 宮城県 28人
54.10. 17 ～ 20 台風第20号 全国（特に東海，関東，東北） 115人
55. 12 ～ 56. 3 雪害 東北，北陸 152人
57. 7 ～ 8 7，8月豪雨及び台風第10号 全国（特に長崎，熊本，三重） 439人
58. 5. 26 昭和58年（1983年）日本海中部地震（M7.7） 秋田，青森 104人

7. 20 ～ 29 梅雨前線豪雨 山陰以東（特に島根） 117人
10. 3 昭和58年（1983年）三宅島噴火 三宅島周辺 －
12 ～ 59. 3 雪害 東北，北陸（特に新潟，富山） 131人

59. 9. 14 昭和59年（1984年）長野県西部地震（M6.8） 長野県西部 29人
61.11. 15 ～ 12. 18 昭和61年（1986年）伊豆大島噴火 伊豆大島 －

平成 2.11. 17 ～ 7. 6. 3 平成3年（1991年）雲仙岳噴火 長崎県 44人
5. 7. 12 平成5年（1993年）北海道南西沖地震（M7.8） 北海道 230人

7. 31 ～ 8. 7 平成5年8月豪雨 全国 79人
7. 1. 17 阪神・淡路大震災（M7.3） 兵庫県 6,437人

12. 3. 31 ～ 13. 6. 28 平成12年（2000年）有珠山噴火 北海道 －
6. 25 ～ 17. 3. 31 平成12年三宅島噴火及び新島・神津島近海地震（M6.5） 東京都 1人

16.10. 20 ～ 21 平成16年台風第23号 全国 98人
10. 23 平成16年（2004年）新潟県中越地震（M6.8） 新潟県 68人

17. 12 ～ 18. 3 平成18年豪雪 北陸地方を中心とする日本海側 152人
19. 7. 16 平成19年（2007年）新潟県中越沖地震（M6.8） 新潟県 15人
20. 6. 14 平成20年（2008年）岩手・宮城内陸地震（M7.2） 東北（特に宮城，岩手） 23人
22. 11 ～ 23. 3 平成22年の大雪等 北日本から西日本にかけての日本海側 131人
23. 3. 11 東日本大震災（Mw9.0） 東日本（特に宮城，岩手，福島） 22,318人
23. 8. 30 ～ 23. 9. 5 平成23年台風第12号 近畿，四国 98人
23. 11 ～ 24. 3 平成23年の大雪等 北日本から西日本にかけての日本海側 133人
24. 11 ～ 25. 3 平成24年11月からの大雪等 北日本から西日本にかけての日本海側 104人
25. 11 ～ 26. 3 平成25年からの大雪等 北日本から関東甲信越地方（特に山梨） 95人
26. 8. 20 平成26年8月豪雨（広島土砂災害） 広島県 77人
26. 9. 27 平成26年御嶽山噴火 長野県、岐阜県 63人
28. 4. 14 及び 4. 16 平成28年（2016年）熊本地震（M7.3） 九州地方 273人
30. 6. 28 ～ 7. 8 平成30年7月豪雨 全国（特に広島、岡山、愛媛） 271人
30. 9. 6 平成30年北海道胆振東部地震（M6.7） 北海道 43人

令和 1.10. 10 ～ 1.10. 13 令和元年東日本台風 関東、東北地方 108人
2. 7. 3 ～ 2. 7. 31 令和2年7月豪雨 全国（特に九州地方） 88人
3. 7. 1 ～ 3. 7. 14 令和3年7月1日からの大雨 全国（特に静岡） 29人
3. 8. 7 ～ 3. 8. 23 令和3年8月の大雨 全国（特に長野、広島、長崎） 13人
4. 9. 17 ～ 4. 9. 20 令和4年台風第14号 九州、中国、四国地方 5人

注）�死者・行方不明者について，風水害は500人以上，雪害は100名以上，地震・津波・火山噴火は10人以上のもののほか，
「災害対策基本法」による非常災害対策本部等政府の対策本部が設置されたもの。死者・行方不明者数は令和5年3月末
時点のもの。

出典：�気象年鑑、理科年表、警察庁資料、消防庁資料、緊急災害対策本部資料、非常災害対策本部資料、兵庫県資料をもとに
内閣府作成
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附属資料2 	 自然災害による死者・行方不明者数
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（注） 平成７年死者のうち、阪神・淡路大震災の死者については、いわゆる関連死919人を含む（兵庫県資料）

令和４年の死者・行方不明者は内閣府取りまとめによる速報値

主な災害：三河地震（2,306人）,枕崎台風(3,756人）

主な災害：福井地震（3,769人）

主な災害：伊勢湾台風（5,098人）

主な災害：南紀豪雨（1,124人）

主な災害：洞爺丸台風（1,761人）

主な災害：阪神・淡路大震災（6,437人）

主な災害：カスリーン台風（1,930人）

主な災害：東日本大震災（22,318人）（R5.3.1 現在）

主な災害：南海地震（1,443人）

出典：昭和20年は主な災害による死者・行方不明者（理科年表による）。昭和21～27年は日本気象災害年報、昭和28年～37年は警察庁資料、昭和38年以降は消防庁資料をもとに内閣府作成

注）�令和4年の死者・行方不明者は内閣府取りまとめによる速報値
出典：�昭和20年は主な災害による死者・行方不明者（理科年表による）。昭和21～27年は日本気象災害年報、昭和28年～

37年は警察庁資料、昭和38年以降は消防庁資料をもとに内閣府作成

出典：�昭和20年は主な災害による死者・行方不明者（理
科年表による）。昭和21～27年は日本気象災害年
報、昭和28年～37年は警察庁資料、昭和38年以
降は消防庁資料をもとに内閣府作成

年 人 年 人 年 人 年 人 年 人
昭和20 6,062 37 381 54 208 8 84 25 173

21 1,504 38 575 55 148 9 71 26 280

22 1,950 39 307 56 232 10 109 27 65

23 4,897 40 367 57 524 11 141 28 297

24 975 41 578 58 301 12 78 29 129

25 1,210 42 607 59 199 13 90 30 452

26 1,291 43 259 60 199 14 48 令和元 159

27 449 44 183 61 148 15 62 2 128

28 3,212 45 163 62 69 16 318 3 150

29 2,926 46 350 63 93 17 148 4 26

30 727 47 587 平成元 96 18 177

31 765 48 85 2 123 19 41

32 1,515 49 324 3 190 20 101

33 2,120 50 213 4 19 21 115

34 5,868 51 273 5 438 22 89

35 528 52 174 6 39 23 22,585

36 902 53 153 7 6,482 24 192

附-2



附属資料3 	 施設関係等被害額及び同被害額の国内総生産に対する比率の推移

附属資料３　施設関係等被害額及び同被害額の国内総生産に対する比率の推移

注：国内総生産（GDP）は、平成5年までは平成12年基準（1993SNA）、平成6年以降は2015年（平成27年）基準（2008SNA）
出典：各省庁資料より内閣府作成
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注）�国内総生産（GDP）は、平成5年までは平成12年基準（1993SNA）、平成6年以降は2015年（平成27年）基準
（2008SNA）

出典：各省庁資料より内閣府作成

附属資料4 	 令和3年発生災害による災害別施設関係等被害額

区分 台　風
（百万）

豪　雨
（百万）

地　震
（百万）

豪　雪
（百万）

その他
（百万）

合　計
（百万） 備　　　考

公共土木施設関係 11,950 147,068 7,960 1,295 18,183 186,457 河川、治山施設、港湾等

農林水産業関係 10,178 131,155 3,923 3,027 3,590 151,872 農地、農業用施設、林道、
漁業用施設、農林水産物等

文教施設等関係 622 2,010 3,864 30 251 6,778 学校施設、文化財等
厚生施設関係 44 3,768 12,414 6 173 16,405 社会福祉施設、水道施設等

その他の施設関係 667 2,728 567 234 813 5,009 自然公園、電信電話、 
都市施設等

合計 23,461 286,729 28,729 4,592 23,010 366,520
注）単位未満四捨五入のため、内訳と合計が一致しない場合がある。
出典：各省庁資料より内閣府作成
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附属資料5 	 戦後の防災法制度・体制の歩み

契機となった災害等 災害対策に係る主な法制度 法制度の説明
1940年代 1945(昭和20年) 枕崎台風

1946(昭和21年) 南海地震
1947(昭和22年) カスリーン台風 47「災害救助法」
1948(昭和23年) 福井地震

49「水防法」
1950年代 50「建築基準法」

1959(昭和34年) 伊勢湾台風
1960年代 60「治山治水緊急措置法」

1961(昭和36年) 豪雪 61「災害対策基本法」 我が国の災害対策の最も基本となる法律
　62 中央防災会議設置 ・防災行政の責任の明確化
　63 防災基本計画 ・総合的かつ計画的な防災行政の推進等
62「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関す
る法律」

1964(昭和39年) 新潟地震 「豪雪地帯対策特別措置法」
66 「地震保険に関する法律」

1967(昭和42年) 羽越豪雨
1970年代 1973(昭和48年) 桜島噴火 73「災害弔慰金の支給等に関する法律」

浅間山噴火

1976(昭和51年) 東海地震発生可能性の研究
発表（地震学会）

1978(昭和53年) 宮城県沖地震 78「大規模地震対策特別措置法」
1980年代 80 「地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事

業に係る国の財政上の特別措置に関する法律」
81 「建築基準法施行令」一部改正

1990年代 1995(平成7年) 兵庫県南部地震 95 「地震防災対策特別措置法」
（阪神・淡路大震災） 「建築物の耐震改修の促進に関する法律」

「災害対策基本法」一部改正

96「特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るた
めの特別措置に関する法律」
97「密集市街地における防災地区の整備の促進に関する
法律」
98「被災者生活再建支援法」

1999(平成11年) 広島豪雨
JCO臨界事故 99「原子力災害対策特別措置法」

2000年代 2000(平成12年) 東海豪雨 00「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推
進に関する法律」
01「水防法」一部改正
02「東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関す
る特別措置法」
03「特定都市河川浸水被害対策法」

2004(平成16年) 新潟・福島豪雨等 04「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災
対策推進に関する特別措置法」

新潟中越地震
05「水防法」一部改正
「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進
に関する法律」一部改正
「建築物の耐震改修の促進に関する法律」一部改正
06「宅地造成等規制法」一部改正

2008(平成20年) 岩手・宮城内陸地震
2010年代 2011(平成23年) 東北地方太平洋沖地震（東

日本大震災）
11 「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推
進に関する法律」一部改正
11「津波対策の推進に関する法律」
　「津波防災地域づくりに関する法律」 【第１弾改正（2012年）】
12「災害対策基本法」一部改正 ・大規模災害の広域対応
    「原子力規制委員会設置法」 ・教訓伝承、防災教育の強化や多様な主体の参画

による地域防災力の向上 等
13「災害対策基本法」一部改正
    「大規模災害からの復興に関する法律」 【第２弾改正（2013年）】

    「建築物の耐震改修の促進に関する法律」一部改正

    「水防法」・「河川法」一部改正

「大規模な災害の被災地における借地借家に関する特別
措置法」

「首都直下地震対策特別措置法」
14 「海岸法」一部改正

2014(平成26年) 豪雪 「災害対策基本法」一部改正 ・災害時における緊急車両の通行ルート確保のた
めの放置車両対策 等

広島土砂災害 「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進
に関する法律」一部改正

御嶽山噴火
15「活動火山対策特別措置法」一部改正
「災害対策基本法」一部改正 ・特定の大規模災害による廃棄物処理について、

環境大臣による災害廃棄物処理に関する指針の策
定、廃棄物処理の代行 等

2016(平成28年) 熊本地震 16 「災害対策基本法」一部改正
台風10号 17 「水防法等の一部を改正する法律」 ・大規模地震や大雪等の災害時における緊急車両

の通行ルート確保のための放置車両対策（実施主
体に港湾管理者及び漁港管理者を追加）

2018(平成30年) 18 「災害救助法」一部改正
「災害対策基本法」一部改正

2019(令和元年) 房総半島台風、東日本台風

2020年代 20「都市再生特別措置法等」一部改正
2020(令和２年) ７月豪雨 　「被災者生活再建支援法」一部改正
2021(令和３年) 21「災害対策基本法等」一部改正

　「特定都市河川浸水被害対策法等」一部改正

2022(令和４年) 22「津波対策の推進に関する法律」一部改正、「豪雪地
帯対策特別措置法」一部改正、「日本海溝・千島海溝周
辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措
置法」一部改正、「宅地造成及び特定盛土等規制法」
（「宅地造成等規制法」一部改正）

・避難勧告・避難指示の一本化、個別避難計画の
作成の努力義務化、広域避難に係る居住者等の受
入れに関する規定、おそれ段階での国の災害対策
本部設置及び災害救助法の適用 等

　「活動火山周辺地域における避難施設等の整備等に関
する法律」（→昭和53年、「活動火山対策特別措置
法」）

・ボランティアや自主防災組織による防災活動の
環境整備、内閣総理大臣が本部長となる「緊急災
害対策本部」の設置要件緩和、自衛隊の災害派遣
要請の法定化等

・被災者支援の充実、住民等の円滑かつ安全な避
難の確保、大規模広域な災害に対する即応力の強
化、平素からの防災対策の強化 等

「南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特
別措置法」（「東南海・南海地震に係る地震防災対策の
推進に関する特別措置法」一部改正）

・被災都道府県からの応援の求めを受けた都道府
県が、その区域内の市町村に対して被災市町村へ
の応援を求めることができることを明確化
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契機となった災害等 災害対策に係る主な法制度 法制度の説明
1940年代 1945(昭和20年) 枕崎台風

1946(昭和21年) 南海地震
1947(昭和22年) カスリーン台風 47「災害救助法」
1948(昭和23年) 福井地震

49「水防法」
1950年代 50「建築基準法」

1959(昭和34年) 伊勢湾台風
1960年代 60「治山治水緊急措置法」

1961(昭和36年) 豪雪 61「災害対策基本法」 我が国の災害対策の最も基本となる法律
　62 中央防災会議設置 ・防災行政の責任の明確化
　63 防災基本計画 ・総合的かつ計画的な防災行政の推進等
62「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関す
る法律」

1964(昭和39年) 新潟地震 「豪雪地帯対策特別措置法」
66 「地震保険に関する法律」

1967(昭和42年) 羽越豪雨
1970年代 1973(昭和48年) 桜島噴火 73「災害弔慰金の支給等に関する法律」

浅間山噴火

1976(昭和51年) 東海地震発生可能性の研究
発表（地震学会）

1978(昭和53年) 宮城県沖地震 78「大規模地震対策特別措置法」
1980年代 80 「地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事

業に係る国の財政上の特別措置に関する法律」
81 「建築基準法施行令」一部改正

1990年代 1995(平成7年) 兵庫県南部地震 95 「地震防災対策特別措置法」
（阪神・淡路大震災） 「建築物の耐震改修の促進に関する法律」

「災害対策基本法」一部改正

96「特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るた
めの特別措置に関する法律」
97「密集市街地における防災地区の整備の促進に関する
法律」
98「被災者生活再建支援法」

1999(平成11年) 広島豪雨
JCO臨界事故 99「原子力災害対策特別措置法」

2000年代 2000(平成12年) 東海豪雨 00「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推
進に関する法律」
01「水防法」一部改正
02「東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関す
る特別措置法」
03「特定都市河川浸水被害対策法」

2004(平成16年) 新潟・福島豪雨等 04「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災
対策推進に関する特別措置法」

新潟中越地震
05「水防法」一部改正
「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進
に関する法律」一部改正
「建築物の耐震改修の促進に関する法律」一部改正
06「宅地造成等規制法」一部改正

2008(平成20年) 岩手・宮城内陸地震
2010年代 2011(平成23年) 東北地方太平洋沖地震（東

日本大震災）
11 「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推
進に関する法律」一部改正
11「津波対策の推進に関する法律」
　「津波防災地域づくりに関する法律」 【第１弾改正（2012年）】
12「災害対策基本法」一部改正 ・大規模災害の広域対応
    「原子力規制委員会設置法」 ・教訓伝承、防災教育の強化や多様な主体の参画

による地域防災力の向上 等
13「災害対策基本法」一部改正
    「大規模災害からの復興に関する法律」 【第２弾改正（2013年）】

    「建築物の耐震改修の促進に関する法律」一部改正

    「水防法」・「河川法」一部改正

「大規模な災害の被災地における借地借家に関する特別
措置法」

「首都直下地震対策特別措置法」
14 「海岸法」一部改正

2014(平成26年) 豪雪 「災害対策基本法」一部改正 ・災害時における緊急車両の通行ルート確保のた
めの放置車両対策 等

広島土砂災害 「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進
に関する法律」一部改正

御嶽山噴火
15「活動火山対策特別措置法」一部改正
「災害対策基本法」一部改正 ・特定の大規模災害による廃棄物処理について、

環境大臣による災害廃棄物処理に関する指針の策
定、廃棄物処理の代行 等

2016(平成28年) 熊本地震 16 「災害対策基本法」一部改正
台風10号 17 「水防法等の一部を改正する法律」 ・大規模地震や大雪等の災害時における緊急車両

の通行ルート確保のための放置車両対策（実施主
体に港湾管理者及び漁港管理者を追加）

2018(平成30年) 18 「災害救助法」一部改正
「災害対策基本法」一部改正

2019(令和元年) 房総半島台風、東日本台風

2020年代 20「都市再生特別措置法等」一部改正
2020(令和２年) ７月豪雨 　「被災者生活再建支援法」一部改正
2021(令和３年) 21「災害対策基本法等」一部改正

　「特定都市河川浸水被害対策法等」一部改正

2022(令和４年) 22「津波対策の推進に関する法律」一部改正、「豪雪地
帯対策特別措置法」一部改正、「日本海溝・千島海溝周
辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措
置法」一部改正、「宅地造成及び特定盛土等規制法」
（「宅地造成等規制法」一部改正）

・避難勧告・避難指示の一本化、個別避難計画の
作成の努力義務化、広域避難に係る居住者等の受
入れに関する規定、おそれ段階での国の災害対策
本部設置及び災害救助法の適用 等

　「活動火山周辺地域における避難施設等の整備等に関
する法律」（→昭和53年、「活動火山対策特別措置
法」）

・ボランティアや自主防災組織による防災活動の
環境整備、内閣総理大臣が本部長となる「緊急災
害対策本部」の設置要件緩和、自衛隊の災害派遣
要請の法定化等

・被災者支援の充実、住民等の円滑かつ安全な避
難の確保、大規模広域な災害に対する即応力の強
化、平素からの防災対策の強化 等

「南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特
別措置法」（「東南海・南海地震に係る地震防災対策の
推進に関する特別措置法」一部改正）

・被災都道府県からの応援の求めを受けた都道府
県が、その区域内の市町村に対して被災市町村へ
の応援を求めることができることを明確化

出典：内閣府資料
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附属資料6 	 主な災害対策関係法律の類型別整理表

出典：内閣府資料

・河川法
・海岸法

・津波対策の推進に関する法律

災災害害対対策策基基本本法法

・地震防災対策強化地域における
地震対策緊急整備事業に係る国
の財政上の特別措置に関する法律
・地震防災対策特別措置法
・南海トラフ地震に係る地震防災対
策の推進に関する特別措置法
・首都直下地震対策特別措置法
・日本海溝・千島海溝周辺海溝型地
震に係る地震防災対策の推進に関
する特別措置法
・建築物の耐震改修の促進に関す
る法律
・密集市街地における防災街区の
整備の促進に関する法律
・津波防災地域づくりに関する法律

・活動火山対策特別措置法

・豪雪地帯対策特別措置法

・原子力災害対策特別措置法

・砂防法
・森林法
・地すべり等防止法

・急傾斜地の崩壊による災害の
防止に関する法律

・土砂災害警戒区域等における
土砂災害防止対策の推進に関
する法律

・宅地造成及び特定盛土等規制
法

＜全般的な救済援助措置＞
・激甚災害に対処するための特別の財政
援助等に関する法律

＜被災者への救済援助措置＞
・中小企業信用保険法
・天災による被害農林漁業者等に対する
資金の融通に関する暫定措置法
・災害弔慰金の支給等に関する法律
・雇用保険法
・被災者生活再建支援法
・株式会社日本政策金融公庫法
・自然災害義援金に係る差押禁止等に関
する法律

＜災害廃棄物の処理＞
・廃棄物の処理及び清掃に関する法律

＜災害復旧事業＞
・農林水産業施設災害復旧事業費国庫補
助の暫定措置に関する法律
・公共土木施設災害復旧事業費国庫負担
法
・公立学校施設災害復旧費国庫負担法
・被災市街地復興特別措置法
・被災区分所有建物の再建等に関する特
別措置法

＜保険共済制度＞
・地震保険に関する法律
・農業保険法
・森林保険法

＜災害税制関係＞
・災害被害者に対する租税の減免、徴収
猶予等に関する法律

＜その他＞
・特定非常災害の被害者の権利利益の保
全等を図るための特別措置に関する法律
・防災のための集団移転促進事業に係る
国の財政上の特別措置等に関する法律
・大規模な災害の被災地における借地借
家に関する特別措置法

・大規模地震対策特別措置法

・積雪寒冷特別地域における道路
交通の確保に関する特別措置法

・災害救助法
・消防法
・警察法
・自衛隊法

・災害時等に
おける船舶
を活用した
医療提供体
制の整備の
推進に関す
る法律

・水防法

・大規模災害からの復興に関する法律

・海岸法

出典：内閣府資料
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附属資料7 	 年度別防災関係予算額

年度
科学技術の研究 災害予防 国土保全 災害復旧等

合計（百万円）
（百万円） シェア

（％） （百万円） シェア
（％） （百万円） シェア

（％） （百万円） シェア
（％）

昭37 751 0.4 8,864 4.3 97,929 47.1 100,642 48.3 208,006
38 1,021 0.4 8,906 3.7 116,131 47.7 117,473 48.2 243,522
39 1,776 0.7 13,724 5.4 122,409 48.3 115,393 45.6 253,302
40 1,605 0.5 17,143 5.6 147,858 48.3 139,424 45.6 306,030
41 1,773 0.5 20,436 5.9 170,650 49.0 155,715 44.7 348,574
42 2,115 0.6 23,152 6.1 197,833 52.3 154,855 41.0 377,955
43 2,730 0.7 25,514 6.8 207,600 55.4 138,815 37.1 374,659
44 2,747 0.7 30,177 7.5 236,209 59.0 131,270 32.8 400,403
45 2,756 0.6 36,027 8.2 269,159 60.9 133,998 30.3 441,940
46 3,078 0.5 50,464 8.6 352,686 60.3 178,209 30.5 584,437
47 3,700 0.4 93,425 10.3 488,818 54.1 316,895 35.1 902,838
48 6,287 0.7 111,321 12.4 493,580 54.9 287,082 32.0 898,270
49 14,569 1.5 118,596 12.1 505,208 51.5 342,556 34.9 980,929
50 17,795 1.5 159,595 13.3 615,457 51.3 405,771 33.9 1,198,618
51 21,143 1.3 186,297 11.5 711,159 43.9 700,688 43.3 1,619,287
52 22,836 1.4 234,409 13.9 904,302 53.6 525,886 31.2 1,687,433
53 29,642 1.7 307,170 17.3 1,093,847 61.6 345,603 19.5 1,776,262
54 35,145 1.6 435,963 20.4 1,229,401 57.6 432,759 20.3 2,133,268
55 29,929 1.2 456,575 18.9 1,229,615 50.8 705,168 29.1 2,421,287
56 29,621 1.2 474,926 18.9 1,240,788 49.5 761,950 30.4 2,507,285
57 28,945 1.1 469,443 17.2 1,261,326 46.3 963,984 35.4 2,723,698
58 29,825 1.1 489,918 18.4 1,268,712 47.6 875,851 32.9 2,664,306
59 28,215 1.2 485,219 20.7 1,350,592 57.7 475,878 20.3 2,339,904
60 27,680 1.1 512,837 20.2 1,355,917 53.5 640,225 25.2 2,536,659
61 28,646 1.2 482,889 19.7 1,354,397 55.3 581,462 23.8 2,447,394
62 38,296 1.4 612,505 21.9 1,603,599 57.2 548,337 19.6 2,802,737
63 31,051 1.1 587,073 20.8 1,550,132 54.9 657,681 23.3 2,825,937

平元 34,542 1.2 588,354 20.7 1,638,104 57.5 587,819 20.6 2,848,819
2 35,382 1.1 625,239 20.0 1,669,336 53.4 796,231 25.5 3,126,188
3 35,791 1.1 628,596 19.8 1,729,332 54.3 788,603 24.8 3,182,322
4 36,302 1.1 745,405 22.8 2,017,898 61.6 475,411 14.5 3,275,015
5 43,152 0.9 866,170 18.6 2,462,800 52.9 1,280,569 27.5 4,652,691
6 40,460 1.0 747,223 18.9 1,945,295 49.1 1,230,072 31.0 3,963,050
7 105,845 1.4 1,208,134 16.0 2,529,386 33.5 3,696,010 49.0 7,539,375
8 52,385 1.2 1,029,658 24.5 2,156,714 51.3 968,182 23.0 4,206,938
9 49,128 1.2 1,147,102 28.2 2,014,695 49.4 864,370 21.2 4,075,295
10 62,435 1.1 1,228,539 22.3 2,905,921 52.8 1,310,515 23.8 5,507,411
11 78,134 1.7 1,142,199 25.0 2,400,534 52.6 941,886 20.6 4,562,752
12 73,502 1.8 1,011,535 24.4 2,376,083 57.3 689,225 16.6 4,150,346
13 49,310 1.2 1,060,445 26.7 2,238,816 56.4 618,427 15.6 3,966,998
14 48,164 1.3 1,202,984 31.9 1,981,686 52.5 543,949 14.4 3,776,783
15 35,133 1.1 814,101 25.7 1,625,670 51.4 689,255 21.8 3,164,159
16 30,478 0.7 815,059 19.3 1,753,418 41.5 1,622,112 38.4 4,221,067
17 11,097 0.4 866,290 28.6 1,426,745 47.0 728,606 24.0 3,032,738
18 11,627 0.4 689,505 25.1 1,439,129 52.3 610,302 22.2 2,750,563
19 9,687 0.4 706,853 29.0 1,332,222 54.6 391,637 16.0 2,440,399
20 8,921 0.4 819,359 33.2 1,275,135 51.7 363,471 14.7 2,466,886
21 8,761 0.4 498,397 23.0 1,383,254 63.7 279,789 12.9 2,170,201
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年度
科学技術の研究 災害予防 国土保全 災害復旧等

合計（百万円）
（百万円） シェア

（％） （百万円） シェア
（％） （百万円） シェア

（％） （百万円） シェア
（％）

22 7,695 0.6 224,841 16.9 813,359 61.1 285,038 21.4 1,330,933
23 28,072 0.6 383,384 8.2 743,936 15.9 3,534,830 75.4 4,690,222
24 53,496 1.1 1,010,535 20.1 951,561 19.0 2,854,537 56.9 5,016,359
25 15,339 0.3 786,046 14.1 879,932 15.8 3,881,875 69.6 5,573,470
26 16,688 0.4 771,210 16.3 841,367 17.8 3,102,691 65.6 4,731,956
27 14,961 0.4 701,843 18.4 155,239 4.1 2,951,923 77.2 3,823,966
28 14,023 0.3 696,399 14.3 318,320 6.5 3,855,516 78.9 4,884,258
29 10,123 0.3 790,361 22.1 267,629 7.5 2,515,384 70.2 3,583,497
30 22,781 0.6 737,429 18.1 482,711 11.8 2,834,284 69.5 4,077,205

令元 14,390 0.3 814,471 19.5 512,324 12.3 2,835,790 67.9 4,176,975
2 15,726 0.4 1,037,401 27.2 437,134 11.5 2,320,286 60.9 3,810,547
3 26,756 0.5 1,108,485 33.3 404,554 7.5 1,226,931 58.2 2,766,726
4 14,806 0.5 1,122,603 37.2 693,159 23.0 1,186,362 39.3 3,016,930
5 7,432 0.5 643,841 40.0 110,084 6.8 846,522 52.6 1,607,879

注）1．�補正後予算額（国費）である。ただし、令和5年度は速報値であり、当初予算である。
2．�平成19年度における科学技術の研究の減額は、国立試験研究機関の独立行政法人化によるところが大きい（独立行
政法人の予算は本表においては計上しない）。

3．�平成21年度における災害予防の減額は、道路特定財源の一部が一般財源化されたことに伴い、一部施策について防
災関係予算として金額を特定できなくなったことによるものである。

4．�平成22年度における災害予防及び国土保全の減額は、「社会資本整備総合交付金�」等の創設により、災害予防の一
部施策や国土保全における補助事業の多くを当該交付金で措置することによるものである。

出典：各省庁資料より内閣府作成
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